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第２１１回 上級 商業簿記 ① 
 

問題１ 

（単位：円） 

問題番号   借 方 科 目   金  額   貸 方 科 目   金  額   

（１） 

全経 

販売分 

 〔 利益剰余金期首残高 〕 〔 77,490 〕 〔 売 上 原 価 〕 〔 110,700 〕  

期首分 〔 法 人 税 等 調 整 額 〕 〔 33,210 〕 〔  〕 〔  〕 ⑤ 

 〔  〕 〔  〕 〔  〕 〔  〕  

期末分 
〔 売 上 原 価 〕 〔 128,700 〕 〔 棚 卸 資 産 〕 〔 128,700 〕 

⑤ 
〔 繰 延 税 金 資 産 〕 〔 38,610 〕 〔 法 人 税 等 調 整 額 〕 〔 38,610 〕 

（２） 

全経九 

州セー 

ルス分 

期首分 
〔 利益剰余金期首残高 〕 〔 9,299 〕 〔 売 上 高 〕 〔 13,284 〕 

⑤ 
〔 法 人 税 等 調 整 額 〕 〔 3,985 〕 〔  〕 〔  〕 

期末分 
〔 売 上 高 〕 〔 10,296 〕 〔 全経九州セールス社株式 〕 〔 10,296 〕 

⑤ 
〔 繰 延 税 金 資 産 〕 〔 3,089 〕 〔 法 人 税 等 調 整 額 〕 〔 3,089 〕 

（注）〔       〕には勘定科目あるいは金額を１つのみ記入すること。 

 

問題３ 

 損  益 （単位:円） 

 借方科目   金額   貸方科目   金額  

 仕入  〔 ③    1,078,500 〕  売上   2,081,868  

 商品低価評価損  〔 7,000 〕  受取手数料   12,340  

 給料手当   332,000   商品低価切下額戻入  〔 4,000 〕 

 退職給付費用  〔 4,200 〕  有価証券利息  〔 ③        1,380 〕 

 賞与引当金繰入  〔 ③       40,000 〕    〔  〕 

 特別賞与  〔 ③        5,000 〕       

 広告宣伝費   18,700        

 支払地代  〔 36,000 〕       

 貸倒引当金繰入  〔 ③        2,088 〕       

 減価償却費  〔 ③        6,250 〕       

 雑費   1,690        

 支払利息  〔 300 〕       

 為替差損益  〔 ③        2,860 〕       

 関連会社株式評価損  〔 ③       70,000 〕       

   〔  〕       

 法人税等   175,000        

 繰越利益剰余金  〔 320,000 〕       

   〔 2,099,588 〕    〔 2,099,588 〕 

（注）すべての空欄を使用するとは限らない。 
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問題２ 

 （単位：円） 

問題番号 借 方 科 目 金  額 貸 方 科 目 金  額  

 ソ フ ト ウ ェ ア 償 却 160,000 ソ フ ト ウ ェ ア 160,000  

（１）     ⑩ 

      

 減 損 損 失 3,500 資 産 グ ル ー プ Ｂ 1,600  

（２）   資 産 グ ル ー プ Ｃ 1,400 ⑩ 

   共 用 資 産 500  

 

 

 

 

問題３ 

 閉鎖残高 （単位:円） 

 借方科目   金額   貸方科目   金額  

 現金   100,350   買掛金   72,500  

 当座預金   223,000   電子記録債務   8,800  

 売掛金  〔 94,000 〕  未払消費税等  〔 ③       24,080 〕 

 電子記録債権  〔 ③       80,000 〕  未払法人税等  〔 ③       75,000 〕 

 繰越商品  〔 ③      222,000 〕  未払金  〔 ③        5,000 〕 

 前払地代  〔 ③       12,000 〕  未払利息  〔 ③          300 〕 

 建物   150,000   商品低価切下額  〔 ③        7,000 〕 

 土地   230,000   貸倒引当金  〔 3,480 〕 

 満期保有目的債券  〔 131,520 〕  賞与引当金  〔 40,000 〕 

 関連会社株式  〔 30,000 〕  長期借入金   30,000  

 その他有価証券  〔 ③       50,000 〕  退職給付引当金  〔 ③       44,500 〕 

   〔  〕  建物減価償却累計額  〔 31,250 〕 

       資本金   300,000  

       資本準備金   130,000  

       利益準備金  〔 ③       19,000 〕 

       繰越利益剰余金  〔 ③      531,960 〕 

             〔  〕 

       〔 1,322,870 〕    〔 1,322,870 〕 

（注）すべての空欄を使用するとは限らない。 
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問題１ 

 正誤 理                   由  

１. 〇 

 

⑤ 

 

２. × 

企業単位内部における原材料、半製品等の振替から生じる損益は、内部利益ではなく振替損益 

⑤ 

である。 

３. × 

法人税等に係るキャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載 

⑤ 

する。 

４. 〇 

 

⑤ 

 

５. × 

社内利用のソフトウェアについて、その利用により将来の収益獲得又は費用削減が確実に認め 

⑤ 

られる場合には、当該ソフトウェアの取得に要した費用を資産として計上しなければならない。 

６. × 

年金資産の期待運用収益は、期首の年金資産の額に合理的に期待される収益率（長期期待運用 

⑤ 

収益率）を乗じて計算する。 

７. 〇 

 

⑤ 

 

８. 〇 

 

⑤ 

 

９. × 

会計方針の変更ではあるが、会計方針の変更を会計上の見積りの変更と区別することが困難な 

⑤ 

場合に該当し、会計上の見積りの変更と同様に扱い、遡及適用は行わない。 

10. × 

資産が移転するのは、顧客が当該資産に対する支配を獲得した時又は獲得するにつれてであ 

⑤ 

る。 
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問題２ 

問１ 

資産説 
自己株式を取得するのみでは株式は失効しておらず、他の有価証券と同様に換金性のある会 

⑤ 
社財産であることを論拠としている。 

資本控除説 
自己株式の取得は、株主との間の資本取引であり、会社所有者に対する資本の払戻しの性格 

⑤ 
を有していることを論拠としている。 

 

問２ 

自己株式の処分が新株の発行と同様の経済的実態を有し、払込資本と同様の性格を有するため、資本剰余  

金となり、会社法で規定されている資本準備金に該当しないため、その他資本剰余金となる。 ⑩ 

  

 

問３ 

その他資本剰余金は、払込資本から配当規制の対象となる資本金及び資本準備金を控除した残額であり、  

払込資本の残高が負の値となることはあり得ない以上、払込資本の一項目として表示するその他資本剰余金  

について負の残高を認めることは適当ではない。そこで、その他資本剰余金が負の残高になる場合は、利益 ⑩ 

剰余金で補てんするほかないと考えられ、それは資本剰余金と利益剰余金の混同にはあたらないと考えられ  

る。  

 

 

問題３ 

問１ 

１ ｄ ③ 

２ ａ ③ 

３ ｉ ③ 

４ ｅ ③ 

５ ｇ ③ 

 

問２ 

12 （％） ⑤ 
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【商業簿記解説】 

問題１ 仕訳問題（棚卸資産に含まれる未実現利益）（以下、単位：円） 

(1) 全経販売分（ダウン・ストリーム ～ 全額消去・親会社負担方式） 

① 期首分 

 ( 利 益 剰 余 金 期 首 残 高 ) (*3) 77,490 ( 売 上 原 価 ) (*1) 110,700 

 ( 法 人 税 等 調 整 額 ) (*2) 33,210     
 

（*1）356,700<期首棚卸資産>× 
0.45 

＝ 110,700 
1.45 

（*2）110,700×30％<実効税率>＝33,210 

（*3）貸借差額 
 

【別解】 

 ( 利 益 剰 余 金 期 首 残 高 )  110,700 ( 売 上 原 価 )  110,700 

 ( 法 人 税 等 調 整 額 )  33,210 ( 利 益 剰 余 金 期 首 残 高 ) 33,210 
 

② 期末分 

 ( 売 上 原 価 ) (*1) 128,700 ( 棚 卸 資 産 ) 128,700 

 ( 繰 延 税 金 資 産 ) (*2) 38,610 ( 法 人 税 等 調 整 額 ) 38,610 
 

（*1）414,700<期末棚卸資産>× 
0.45 

＝ 128,700 
1.45 

（*2）128,700×30％<実効税率>＝38,610 

(2) 全経九州セールス分（ダウン・ストリーム ～ 投資会社持分相当額消去） 

① 期首分 

 ( 利 益 剰 余 金 期 首 残 高 ) (*3) 9,299 ( 売 上 高 ) (*1) 13,284 

 ( 法 人 税 等 調 整 額 ) (*2) 3,985     
 

（*1）107,010<期首棚卸資産>× 
0.45 

×40％<持分割合>＝ 13,284 
1.45 

（*2）13,284×30％<実効税率>≒3,985 

（*3）貸借差額 
 

【別解】 

 ( 利 益 剰 余 金 期 首 残 高 )  13,284 ( 売 上 高 )  13,284 

 ( 法 人 税 等 調 整 額 )  3,985 ( 利 益 剰 余 金 期 首 残 高 ) 3,985 
 

② 期末分 

 ( 売 上 高 ) (*1) 10,296 ( 全経九州セールス社株式 ) 10,296 

 ( 繰 延 税 金 資 産 ) (*2) 3,089 ( 法 人 税 等 調 整 額 ) 3,089 
 

（*1）82,940<期首棚卸資産>× 
0.45 

×40％<持分割合>＝ 10,296 
1.45 

（*2）10,296×30％<実効税率>≒3,089 
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問題２ 仕訳問題（以下、単位：円） 

(1) 市場販売目的のソフトウェア 

① 2X01年度決算 

 ( ソ フ ト ウ ェ ア 償 却 ) (*) 160,000 ( ソ フ ト ウ ェ ア ) 160,000 
 

（*）480,000<取得原価>× 
1,800個 

＝ 144,000<見込販売数量による償却額> 
6,000個 

480,000÷３年<残存有効期間>＝160,000<残存有効期間による均等配分額> 

144,000 ＜ 160,000  ∴ 160,000<ソフトウェア償却額> 

② 2X02年度決算（当年度） 

 ( ソ フ ト ウ ェ ア 償 却 ) (*) 160,000 ( ソ フ ト ウ ェ ア ) 160,000 
 

（*）(480,000－160,000)× 
1,200個 

＝ 128,000<見込販売数量による償却額> 
3,000個 

(480,000－160,000)÷２年<残存有効期間>＝160,000<残存有効期間による均等配分額> 

128,000 ＜ 160,000  ∴ 160,000<ソフトウェア償却額> 

(2) 有形固定資産の減損 

① 減損損失の認識 

 資産グループＡ 資産グループＢ 資産グループＣ 共 用 資 産 合     計 

取得原価 6,000 8,000 10,000 4,000 28,000 

減価償却累計額 2,000 2,400 3,000 1,600 9,000 

帳簿価額 4,000 5,600 7,000 2,400 19,000 

割引前将来ＣＦ 4,300 5,000 6,400 ―― 15,700 

回収可能価額 4,100 4,000 5,600 1,800 15,500 

(a) 資産グループＡ 4,000<帳簿価額> ＜ 4,300<割引前将来ＣＦ>  ∴ 認識しない 

(b) 資産グループＢ 5,600<帳簿価額> ＞ 5,000<割引前将来ＣＦ>  ∴ 認識する 

(c) 資産グループＣ 7,000<帳簿価額> ＞ 6,400<割引前将来ＣＦ>  ∴ 認識する 

(d) 共 用 資 産 19,000<帳簿価額合計> ＞ 15,700<割引前将来ＣＦ合計>  ∴ 認識する 

（注）共用資産についての減損損失の認識は、共用資産を含むより大きな単位で行う。 

② 減損損失の測定 

 ( 減 損 損 失 ) 3,500 ( 資 産 グ ル ー プ Ｂ ) (*1) 1,600 

     ( 資 産 グ ル ー プ Ｃ ) (*2) 1,400 

     ( 共 用 資 産 ) (*3) 500 

（*1）5,600<帳簿価額>－4,000<回収可能価額>＝1,600<資産グループＢについての減損損失> 

（*2）7,000<帳簿価額>－5,600<回収可能価額>＝1,400<資産グループＣについての減損損失> 

（*3）19,000<帳簿価額合計>－15,500<回収可能価額合計>＝3,500<減損損失合計> 

3,500<減損損失合計>－(1,600＋1,400)＝500<共用資産についての減損損失> 
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問題３ 損益勘定と閉鎖残高勘定の作成（以下、単位：円） 

１．商品 

(1) 期首の切下額の戻入 

 ( 商 品 低 価 切 下 額 ) 4,000 ( 商 品 低 価 切 下 額 戻 入 ) 4,000 

(2) 売上原価の計算 

 ( 仕 入 ) 124,000 ( 繰 越 商 品 ) 124,000 

 ( 繰 越 商 品 ) 222,000 ( 仕 入 ) 222,000 

∴ 損益 仕入：1,176,500<前Ｔ/Ｂ>＋124,000－222,000＝1,078,500 

(3) 期末商品の評価 

 ( 商 品 低 価 評 価 損 ) (*) 7,000 ( 商 品 低 価 切 下 額 ) 7,000 

（*）222,000<期末商品帳簿棚卸高>－215,000<正味売却価額>＝7,000 
 

２．金銭債権 

(1) 電子記録債権の発生記録 

 ( 電 子 記 録 債 権 ) 52,000 ( 売 掛 金 ) 52,000 

∴ 閉鎖残高 売掛金：146,000<前Ｔ/Ｂ>－52,000＝94,000 

∴ 閉鎖残高 電子記録債権：28,000<前Ｔ/Ｂ>＋52,000＝80,000 

(2) 貸倒引当金の設定（差額補充法） 

 ( 貸 倒 引 当 金 繰 入 ) (*) 2,088 ( 貸 倒 引 当 金 ) 2,088 

（*）(94,000<売掛金>＋80,000<電子記録債権>)×２％＝3,480<設定額＝閉鎖残高 貸倒引当金> 

3,480－1,392<前Ｔ/Ｂ貸倒引当金>＝2,088<繰入額> 
 

３．建物（減価償却） 

 ( 減 価 償 却 費 ) (*) 6,250 ( 建 物 減 価 償 却 累 計 額 ) 6,250 

（*）(150,000<前Ｔ/Ｂ建物>－25,000<前Ｔ/Ｂ建物減価償却累計額>)÷20年＝6,250 

∴ 閉鎖残高 建物減価償却累計額：25,000<前Ｔ/Ｂ>＋6,250＝31,250 
 

４．有価証券 

(1) 満期保有目的債券（償却原価法） 

 ( 満 期 保 有 目 的 債 券 ) (*1) 1,380 ( 有 価 証 券 利 息 ) 1,380 

 ( 為 替 差 損 益 ) (*2) 2,860 ( 満 期 保 有 目 的 債 券 ) 2,860 

（*1）(1,000ドル<額面>－950ドル<取得原価>)÷５年＝10ドル<当期償却額(外貨)> 

10ドル×138円<期中平均レート>＝1,380<当期償却額(円貨)> 

（*2）(950ドル<取得原価>＋10ドル<当期償却額(外貨)>)×137円＝131,520<Ｂ/Ｓ価額＝閉鎖残高 満期保有目的債券> 

131,520－(133,000<前Ｔ/Ｂ満期保有目的債券>＋1,380<当期償却額(円貨)>)＝△2,860<為替差損> 

(2) 関連会社株式（減損処理） 

 ( 関 連 会 社 株 式 評 価 損 ) (*) 70,000 ( 関 連 会 社 株 式 ) 70,000 

（*）＠300円×100株＝30,000<時価＝閉鎖残高 関連会社株式> 

30,000－100,000<前Ｔ/Ｂ関連会社株式>＝△70,000<評価損> 

(3) その他有価証券（市場価格のない株式等） 

実質価額（＠270円×200株＝54,000円）が著しく下落していないため、減損処理は行わない。さらに市場価格のない株式

等に関しては、たとえ何らかの方式により価額の算定が可能としても、それを時価とはしないとする従来の考え方を踏襲し、

取得原価をもって貸借対照表価額とする。 

 仕   訳   な   し 
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５．従業員賞与 

(1) 賞与引当金の設定 

 ( 賞 与 引 当 金 繰 入 ) (*) 40,000 ( 賞 与 引 当 金 ) 40,000 

（*）80,000×50％＝40,000<設定額＝繰入額> 

(2) 特別賞与の処理 

 ( 特 別 賞 与 ) 5,000 ( 未 払 金 ) 5,000 
 

６．退職給付 

(1) 年金基金への拠出額（期中は仮払金処理） 

 ( 退 職 給 付 引 当 金 ) 2,700 ( 仮 払 金 ) 2,700 

(2) 退職給付費用の計上 

 ( 退 職 給 付 費 用 ) (*) 4,200 ( 退 職 給 付 引 当 金 ) 4,200 

（*）342<未認識数理計算上の差異>÷(10年<平均残存勤務期間>－１年)＝38<差異の償却額> 

3,021<勤務費用>＋1,411<利息費用>－270<期待運用収益>＋38＝4,200 

∴ 閉鎖残高 退職給付引当金：43,000<前Ｔ/Ｂ>－2,700＋4,200＝44,500 
 

７．中間配当 

 ( 繰 越 利 益 剰 余 金 ) 1,500 ( 仮 払 金 ) 1,500 

（注）資本準備金と利益準備金の合計額が資本金の４分の１に達しているため、利益準備金の積み立ては必要ない。 
 

８．収益及び費用の見越し・繰延べ 

(1) 前払地代 

 ( 前 払 地 代 ) (*) 12,000 ( 支 払 地 代 ) 12,000 
 

（*）48,000<前Ｔ/Ｂ支払地代>× 
４か月 

＝ 12,000 
16か月 

∴ 損益 支払地代：48,000<前Ｔ/Ｂ>－12,000＝36,000 

(2) 長期借入金の未払利息 

 ( 支 払 利 息 ) (*) 300 ( 未 払 利 息 ) 300 
 

（*）30,000<前Ｔ/Ｂ長期借入金>×３％× 
４か月 

＝ 300 
12か月 

 

９．消費税等 

 ( 仮 受 消 費 税 等 ) 58,640 ( 仮 払 消 費 税 等 ) 34,560 

     ( 未 払 消 費 税 等 ) (*) 24,080 

（*）貸借差額 
 

10．法人税等 

 ( 法 人 税 等 ) 175,000 ( 仮 払 法 人 税 等 ) 100,000 

     ( 未 払 法 人 税 等 ) (*) 75,000 

（*）貸借差額 
 

11．当期純利益の振替え 

 ( 損 益 ) (*) 320,000 ( 繰 越 利 益 剰 余 金 ) 320,000 

（*）損益勘定の貸借差額 

∴ 閉鎖残高 繰越利益剰余金：213,460<前Ｔ/Ｂ>－1,500<中間配当>＋320,000＝531,960 

 

  



この解説の著作権はＴＡＣ(株)のものであり、無断転載・転用を禁じます 

簿記検定講座 

【会計学解説】 

問題１ 正誤問題 

解答参照。なお、関係する法令、会計基準等は、次のとおりである。 

１．損益計算書の本質 「企業会計原則 損益計算書原則 一」 

２．振替損益 「企業会計原則注解【注11】」 

３．法人税等に係るキャッシュ・フロー 「連結キャッシュ・フロー計算書等の作成基準 第二 二 ２」 

４．回収可能価額 「固定資産の減損に係る会計基準注解 (注１) １、２、４」 

５．自社利用目的のソフトウェア 「研究開発費等に係る会計基準 四 ３」 

６．期待運用収益 「退職給付に関する会計基準 23」 

７．所有権移転外ファイナンス・リース取引 「リース取引に関する会計基準 39」 

８．子会社の欠損 「連結財務諸表に関する会計基準 27」 

９．有形固定資産等の減価償却方法及び無形固定資産の償却方法の変更  

「会計方針の開示、会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準 19、20」 

10．履行義務の充足による収益の認識 「収益認識に関する会計基準 35」 

 

問題２ 理論問題（自己株式） 

解答参照。なお、関係する法令、会計基準等は、次のとおりである。 

問１ 「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準 30」 

問２ 「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準 37、38」 

問３ 「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準 41」 

 

問題３ 財務分析 

問１ 解答参照。 

問２ ＲＯＥの計算 
 

15<当期純利益> 
 ×100＝12(％) 

(120<期首株主資本>＋130<期末株主資本>)÷２ 

 

 


